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大学教員の 能力像 と獲得要 因
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　　　　　 ○ 丸山和 昭 （福島大学）　 ○ 立石慎治 （東北大学）

1 ．研究報告の課題

　大学教育力 の 向上 に とっ て 大学教員の 能力開発は

中核的課題で あ る が，それ を支 える理論
・実証研究

は十分で はない 。高等教育政策に お い て は ， よ うや

く FD を授業改善と捉える見地からの 離脱 が始ま っ

た が （学士課程教育の 構築に 向けて 2008），肝心 の

大学教員の 能力規定そ の もの に つ い て は ， 大学界 の

論議に委ね られ て い る。過去行 われ た大学教員調査

の 多くは，教育 ・
研究の パ フ ォ

ー
マ ン ス を問 うもの

で，大学教員の 能力そ の もの を検討して い ない 。大

学教員の 能力搆造及びそ の 形成要因 の 解明は依然 と

して大きな課題で あ る 。

　さらに，我が国 の 大学教員研究に お い て は キャ リ

ア ・ス テ ージの 視点が欠落 して きた。個別大学教員

を文像 に した調査 （広島大学 1999）で は，大学教員

はほ ぼ 38歳 大学教員経験 8年 目で 「一人前」感を

獲得す るこ とが明 らか になり，そ の後の東北大学調

査 （2008）で も確認 され る。そ の 獲得要因 に は大学

教育力向上の 主要方策 と して 重視され て い る FD の

寄与，期待 が低い こ とが明らか に な っ て い る。しか

し，両調査 とも研究大学 の 教員対象で あり，大学の

属性に よ る差異は把握で きない 。こ れに加 えて ，近

年急速 に任期制教員 が増加 し，能力形成課題 の 変容

をもた ら して い る こ とも推測 される。

　本報告は ， 以上 の ような研究状況 をふ まえ，大学

教員 の 能力構造 と形成要因を明 らかにするために，

東北地域高等教育推進連絡会議参加校 の 協力を得て

実施 し た 「大学 ・短 大教員の キ ャ リア 形成 と能力開

発 に 関する調査 」 （2010年 12月〜2011年 1 月実施，

東北地域 23 大学 ・短大 ；7 国立大学 ， 5公 立 大学，9

私立大学，2 私 立 短大 ： 回収数 2
，
40518，344＝28．8％）

の 結果 で ある。な お，回 収数の 409 ％は東北大学教

員であり，全体を論 じる場 含に は バ イ ア ス が あ る。

　 調査項 目は，  大学教員の専門性 の 内容 ・構造 ・

形成過程の 解明，  大学教員の 専門性 向上の 課題，

  教員の キャ リア （大学院教育，過去 の キ ャ リア，

職階 雇用形態）・属性 ・専門分野等 との 関係，  大

学教員が経験 し て きた専門開発活動の 有効性 ，   大

学教員の ワーク ラ イ フ バ ラ ン ス を明 らか にする よ う

に 設計 した （調査票参照）。論点が多岐にわたるため，

報告 で は、大学教員の 能力観 能力 の 獲得要因，任

期制教員の 置かれた状況の 3 つ に絞り，検討する。

重要度などの 尺度は 4 件法 に よ る 。 分析 で は，肯定

度は 4 が最も高く，1 が 最 も低 くな る よ うに調査票

の値を割 り当ててい る。

2．大学教員の 能力観

　本調査 で は，大学教員に求められる能力 と して 17

の 側面を提示 し ， 各 々 の 重要度と現在の 獲得状況に

つ い て 回答を求め た。

　そ れ ぞ れ の 平均値 を図 1 に示す。重要な能力 とみ

なされ て い る傾 向が強い の が教育に 関係する能力 で

ある
一
方，重要度と獲得状況 との 平均値 の 乖離が大

きい の が研究に関する諸能力で あ る 。 教育 ， 研究に

関す る能力が教員の 資質と して 重要視 され て い るこ

と は きわめて 常識的な結果 と言 え よ うが，実際 の 獲

得状況 との 比較で 見た とき ， 研究 に 関す る 理想と現

実の 格差が強 く意識 され て い るとい うこ とがわかる 。

　また，大学教員と して の 能力 をどの 程度備 えて い

る か総合的 に評価す る項 目で は 「十分備えて い る」

が 16％ ，
「だ い た い 備 えて い る」 が 44％ と 6 割 の 者

が自身の 能力を肯定的に とらえて い るが，公 私立大

学教員 く 国立大学教員，講師 ・助教 ・助手 （以下，
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図 1 大学教員と して重要な能力と獲得状況（平均値）

370
N 工工

一Eleotronio 　Library 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Sooiety 　of 　Eduoational 　Sooiology

講師等）＜准教授く教授とい う傾向が確認で きる。

なお，「備えて い る」と回答した者の 能力獲得時期 は，
平均 で 38．0 歳，教員入職後 6．4 年目であっ た。

　 大学教員に と っ て重要 で あると見な され て い る個

別の能力を，い かなる構造 として把握可能なの か検

討 するために，こ れ ら 17項 目を対象 とした 因子 分析

を行っ た。そ の 結果 を用 い る と，大学教員 と して 重

要な能力を，「研究」，「教育」，
「大学人資質」 （幅広

い 教養，高 い 倫理性 ， 自分の実践を省察し改善する

能力，専門分野の教育に関す る見識），「連携 ・管理 」

　（他の 教員 と協力 して教育を 進 め る能力 ， 専門家と

して 地域社会へ 貢献す る能力，組織の 管理運営能力）

の 4 つ の 側面か らとらえ る こ とがで きる。

　 そ して こ の 4 つ の 側面から見た大学教員と して の

理想像は，因子得点の 職階別平均値 か ら見 る と，准

教授と教授は ほ ぼ 同様 の 傾向に なっ て お り，「教育」

で平均値が高い 。
一

方で，講師等 で は それ以外の 「研

究」 「大学人資質」 「連携 ・管理 」 の 値が 相対的に高

い 。研究を中心 と した活動 を展開す る伝統的な教員

像が イ メ
ージ され て い る印象を 受ける。 なお，講師

等における 「研究 」 重視 の 傾 向は，教育を担 うこ と

が責務 とされ て い ない場含もあるだけで な く，大学

教員 として の 初期キ ャ リア段階に あ る とい うこ とも

大きく関わっ て い る もの と思われる 。

　ま た ，
17 の 個別能力獲得状況を独 立変数 ， 教員能

力の蓄積状況に関す る総合的 自己評価を従属変数と

した重 回帰分析の 結果，総合的評価を相対的 に 強 く

左右 して い る個別能力は 「高 い 研究業績を 上 げ る能

力 （以下 ， 研究業績）」 「講義で わ か りやす く知識 を

伝達する能力 （以下，講義）」 「学生 の 研究を指導す

る能力」 「専門分野の教育に関する見識 （以下，専門

教育）」 の 獲得状況で あっ た。

　同様 の 分析を職階別 に 行 い ，総合的評価に有意な

影響を与 えて い る個別能力を挙げる と，講師等で は

「研究業績」と 「最先端の 創造的研究を進める 能力 」，

准教授で 「研究業績 」 「外部資金を獲得する能力」 「リ
ーダー

として研 究 を進 め る能力 」「講義 」「専門教育」，
そ して教授で 「研究業績」 「最先端 の 創造的研究を進

める能力 」 「国際的な研究活動を進める能力」 「講義」

厂専門教育」 で あっ た 。

　 「研究業績」 の 重要性は
一

貫 し て い る もの の ，職

階に よ っ て 期待 され る職務内容が変化 して い く こ と

を反映 し，総合的自己評価に密接な関わ りを持っ 個

別 の 能力 として ，共同で研究を推進 して い く側面 が

重視 され る よ うに な っ て い くだけで なく，教育面 で

の 能力が 重要な意味を持 つ よ うに な る と考え られる。

　こ れ らの こ とか ら，大学教員が職責に応 じて教員

として の 理想像を緩や か に展開させ るこ とで，能力

の 獲得 ・発 展 を は か りなが らキ ャ リア を蓄積してい

る傾向 が存在す る こ とを指摘で きよ う。

3 ．日々 の経験か ら形成される大学教員の 能力

　大学教員の 能力形成 に お ける，日々 の 経験は極 め

て 重要で あ り，FD 等は現時点 で は有効で ない こ とが

明らか と なっ た。

　大学教員として の能力の 形成にどれほど有効で あ

っ た か を尋ね た 26 の 経験 の うち，「そ の 他 を除 く，

25 項 目を分析 に利用 した。変数は， 教育に関するも

の ，研 究に関す るもの，管理運営等に関す るもの ，

個人的な経験 ・
その 他 の 4 領域 に分か れ て い る （表

1参照）。なお，調査 で は 「経験なし」 も併せ て尋 ね

て い る。経験の 有無 （多 くの 教員に 共通する経験か ，

そ うで ない か），有効性 （有効，有効 で ない ）の 2点

か ら ｛共通 x 有効｝，｛個別 × 有効｝，｛共通 ×無効｝，｛個

別 x 無効｝の 4 類型を設定し，各経験 を分類 した。な

お，便宜的に，教員全体 の 70％以 上 が経験する項 目

を共通 変数の 平均値が 2．5以上の項目を有効に 分

類 した。図内の 経験項 目に つ い て い る
＊
の 印は，群問

に 0．5％水準で統計的に有意な差があ る こ とを示す。

　 ｛共通 x 有効｝類型 に は，大学教員 と して 日常的 に

経験す る事柄 （「論文投稿 」，
「学部生 へ の 教育」や 「同

僚か らの 助言 」 な ど）と，入職以前の 経験 （「学生時

に受けた教育」）が含 まれ る。
一

方で ，｛共通 ×無効｝

や ｛個別 × 無効｝に は管理運営そ の もの ，な らび に管

理 運営の ために導入 され た諸制度 （「管理運営参加 」，
「学内 FD 」、「学外 FD 」や 「授業評価 」）などが含ま

れ て い る。FD 等は現時点で は有効に機能して お らず，

管理運営 も能力形成とい う観点か らは有効な経験 に

な りえて い ない （表 1）。

　しか も，職階が上が るに連れ て 担 当 しなければな

らない 学事 の 組み合わせ やそ の業務 の あ り方が変化

す る こ とは よく見 られる こ とだが，職 階問で 比較す

る と，（1）有効性 認識 の 差 は職階間で ほ とん ど見 ら

れず （図 2），  講師等 は 教授や准教授に 比 べ て経

験率が低い 傾向 （図 3） とい う結果で あっ た。

　こ れは管理職経験別に検討 して も同様 で，担当 し

なければならない 学事の 組み合わせ が
一
般の 教員 と

は 異な る管理 職教員 で あ っ て も有効性認識は大きく

表 1 経験 と類型 の 対応表 （全体）
有効性

有効 で あ る 有効 で な い

学 生 時 の 教 育 、社 会 貢 献 活 動 、管理 運 営 参 加 、授 業評 価 、学
1司 僚 か ら の 助 言 、学 内研 究経 内 FD 、教 員個人 評価

共 費 、学外 研 究経 費 、共 同研 究 、
通 論 文投 稿 、個 人 研 究 、学会等参

経 加 、学 外 で の 教 育 、院 生教 育 、
験 学 部 生 　

六
学外 で の 就 労 経 験 、目 費 で の 研 学外 FD、任期 付 き任 用

個 修 、内外 地 研 究 等、委 託研 究、
別 短 大 高 膚 生 教 育 ，授 業 開 発 参

加 　 　 科 酵等執
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は変化 しない
。 全学また は部局，ある い は双方の 管

理職 を経験して い る か で有効性認識 の 平均値 を検討

する と，ほ とんど差は見られない （図 4）。

　以上 よ り，大学教員として の 職能形成上，日々 の

経験その もの が重要で あ る こ とが示唆 され る。職階

や管理職に よ るキ ャ リア ・ス テ
ージ の 上 昇や変化 に

よ っ て有効性認識が大き くは変化 しない こ とか ら，

有効であると認識される経験を早い 段階か ら積む こ

と が職能形成上有益 で ある可能性が示 唆され る。こ

の 点 は また ， 特 に キ ャ リ ア の 初期段階にある者や

継続的な経験蓄積が し難い 環境にある大学教員の 能

力形成が問題 となるこ とを意味して い る。

　なお ，元より大学教員の 能力形成が 日々 の経験を

通し て しか形成 されない ゆえ の もの な の か も しれな

い が，それを踏ま えた上で も有効な FD の プ ロ グラ

　 　 　 　 　 　 fi± 　 4w み g
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ム の あ りよ うを模索す るの は課題で あ ろう。 傍証 の

1 つ と して ，設置形態別 に分析 して み ると，学内外

で の FD に つ い て は 国公 立 大学教員 の ほ うが経験せ

ず ， かつ 有効 生を認識 しない とい う特徴が あ っ た （図

表割愛）。現在の FD の 多くが，私立大学の ニ
ーズ に

あ っ たもの で あり，国公立大学 の ニ
ーズ を汲み取り

LJJれ て い ない 可 能性 も考えられない わけで は な い 。

　以上 より， 能力形成におい て 日々 の 経験が 重要 で

ある こ とが 示唆された 。 次節で は ，
こ の 結果を踏ま

えて，大学教員 の 能力形成に影響し うる制度の 1 つ

と して
， 任期性 を と りあげる 。

図 4 有効性認識（管理職経嬲 「亅： 平均値）

4 ．任期制による 「日 々の経験」 の格差

　任期制が大学教員の 能力形成に及ぼす影響に つ い

て，結論から述べ るならば，任期付き教員は教育 ・

研究支援の 経験に相対的に 恵まれ て お らず，ま た 自

らの教育能力を低 く評価す る傾向 に あ る こ とが明 ら

かにな っ た。

　まず任期付き教員 の プ ロ フ ィ
ー

ル につ い て みて み

よ う。 本調査 回答者に お い て ，任期付きポ ス トに置

か れ て い る者は 全体の 38．8％である。この うち，再

任無制限の ポス トが 41．7t／。，再任に制限 の あるポス

トが 37．5％，再任な しが 16．3％ で ある。

　 こ れ ら任期付き教員 の 多くは，専門 分野 を医歯薬

学系 と して い る 。 任期の ない ポ ス トに あ る 回答者 の

うち医歯薬学系は 16．1％だが，任期付きの 回答者 で

は 40．4°
／，に の ぼる。また医学部を除い た場合，学部

及び学部を有する研究科に所属する者 が少 ない 。所

属組織 を 「医学系組織 （医学部及び大学病院）」，「学

部研究科 （学部及び学部を有する研究科）」，「そ の 他

　（独 立 大学院，附置研究所，専門職大学院，高等教

育セ ン タ
ー

など）」 に 三 分 した場合，任期の な い 教員

の 61．5％ が 「学部研究科 」 に 属す るの に対 し，任期

付 き教員は 29．4％ に止 まる。加えて任期付き教員に

は若手が多い。任期つ き教員 と任期 の ない 教員の 割

合は 40代 の 前半 と後半を壌に逆転する。任期付 き教

員の 多く （68．8％ ）を 占め る の は，45 歳未満の 年齢

層で ある （45 歳未満 の 任期 の な い 教員の 割合 は

4L8％）。

　 この ように任期付 き教員 は，専門分野，所属組織 ，

年齢層に偏りをもつ 。次に，これ らの 偏 りに注意し

た 上 で，任期付き教員の 諸能力 の 獲得状況，諸能力

の 重要性への 意識，及 び 「日々 の 経験」 の 有無につ

い て み て みよ う。

　 現在 の 能力獲得状況 につ い て ，「獲得して い る ・だ

い た い 獲得 して い る 」 と 回答 した者の 割合は，17項

目全 て にお い て 任期付き教員 の 方が低い 。特に差が

大きい の は，「講義」 「研究指導 」 「演習実習 」 「社会
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人養成」 とい っ た教育に関す る能力 で ある。こ の う

ち 「講義」 と　「演習実習」 は，専門 （非医歯薬系），

所属 （学部研究科）， 年齢 （45 歳未満）を限定して

も，任期の 有無に よ る有意差 （0．1％水準）が認 めら

れる。次に，能力 の 重要度で は，「とて も重要 ・重要」

と回答した者の 割合が，「外部資金」 「研究リ
ーダー

シ ッ プ」 「管理運営」 にお い て ，任期付き教員の 方が

有意 （0．1％水準）に高い 。専門，所属 年齢 を限定

して も， ほ ぼ同様で ある 。

一
方，能力獲得状況 に差

の 大きい 教育関連 の 項 目につ い ては，任期 の 有無に

関わ りな く重要性 が 高く認識され て お り，専門，所

属，年齢を限定 した い ずれ の 場合 で も， 任期の 有無

に よる差が ほ とん どみ られ ない。

　最後 に，大学教員 として の 能力を身にっ け るため

の経験に つ い て み て み よ う。表 2 は，各項 目の 経験

を有す る回答者の 割合を，任期の 有無に よる差分が

大きい順に並べ たもの である （「任期 つ き任用 」 は除

く）。 学外 で の 教育経験や管理運営へ の参加 の他，学

内FD ・授業評価 ・学外 FD ・
授業開発参加 とい っ た

教育開発支援や，学内研究経費 ・内外 地 研究 とい っ

た研究支援にお い て ， 任期付 き教員の 経験率が低 い
。

また，これ らの経験率に は，専門，所属 年齢を限

定 して も有意差 （0．1％水準）が認められる。

　以 上 の よ うに 任期付き教員は ， 研究 ・管理運営 ・

教育の 諸能力の 重要性を高く評価する
一
方で，任期

の ない 教員との 間に教育 ・研究開発 の 経験にお い て

格差 を抱 えて お り，特に教育能力 の 獲得状況に対す

る 自己評価が低い 。こ れ らは，医歯薬学とい う専門

分野 の 偏 りを除い た場合，学士課程に関わ り を持っ

所属組織に限定した場合，45 歳未満に限 っ た場合 の

いずれ で も共通する特徴で あ る。

る。入職後，こ の 時期ま で に ど の よ うな訓練機会を

提供 し，経験 を積ませ る か が個人 ・機関に とっ て 重

要な課題 で ある。

　 （2）大学教員は ， 研究と教育とい う伝統的な業務

を中核に能力を捉えて お り，設置形態や研究大学か

否 か にかかわらず，コ モ ン セ ン ス と して確立 して い

る。特に，「高い 研究業績をあげる能力 」 はす べ て の

職階 ・機関におい て，教員 として の能力獲得の 「一

人前」 感を支えるもの にな っ て い る 。 東北大学教員

の 能力獲得年齢が若 い の は，こ うした事情 に よ るも

の と思われ る。

　 （3）求め られる教員の能力につ い て ，因子分析 の

結果 が 示す ように，准教授 ・教授 の 職階で は ，教育

がよ り重視され る よ うに な る。言い 換えれば初期キ

ャ リア 教員 にとっ て 研究能力 の 獲得が重要課題 で あ

り，その た め の 支援策が求め られ る。

　 （4）大学教員は各能力を職務で の経験か ら学ん で

お り，FD 活動はほ とん ど効果を及 ぼしてい ない 。能

力獲得 は，日常的な活動 と経験を 通 して行わ れ ，研

究活動 の 場合 に は
， 日常的な研 究の 自由度や研究交

流が促進要因で あ る こ とが他 の 調査 で指摘され て い

る （政策科学研究所 1996）。 教育能力 を高めるため

とされ る FD 活動の 多くは，現状で は蔡 （1999）の

指摘する忠誠心を高め る組織 コ ミ ッ トメ ン ト型が支

配的で あ り，教員個人 の 教育活動に対応 した FD の

あ り方が必要 で ある。

　 （5）「大学教員は経験か ら学ぶ 」 こ とをふ まえる

なら，初期キ ャ リア にあ る任期制教員が大学 の 各種

業務を経験する機会を持て ない こ と，特 に教育経験

を持 て ない こ とは ， 生涯 に わた る能力発達 の 点か ら

見 て 課題 で ある。

5，まとめ

　以上 の 分析か ら，次 の 諸点を指摘 して お く。

　 （1）大学教員 として の能力を獲得したとする年齢

は，今まで の 調査と同様，38 歳であり，安定 して い

表 2 任期 の 有無による経験率の 違 い

任期なし 任期付き 差分

学外での教育 79．7 59．8 19．9

学内 FD 89．1 72．0 17．1

学 内研 究経費 84．5 69．7 14．8

管理運 営参加 89．0 74．7 14．3

授 業評価 95．2 81．1 14．1

学外 FD 55．4 42．4 13D

授業開発 参加 62．1 49．6 12．5
内外地研 究等 53，9 43．0 10．9
社会貢献活動 90．7 80．3 10．4
教科書等執筆 72．2 63．0 9．2
教員個人 評価 93．1 83，9 9．2
学部生教育 97．0 91．4 5．6
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